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鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）及び鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電

所事故対応）の修正案に係る意見募集結果について 

令 和 ５ 年 7 月 ５ 日 

原 子 力 安 全 対 策 課 

 

原子力防災訓練の教訓や県の取組み、国の防災基本計画や原子力災害対策指針の改正等を反映した

鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）及び鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対応）

の修正案について、県民へのパブリックコメントを実施したところ、次のとおりでしたので報告しま

す。 
 

１ 意見募集の期間 ５月２４日（水）から６月１４日（水）まで 

 

２ 実施方法 県ホームページ、県庁県民室や各総合事務所等の県関係機関及び市町村役場窓口等に

て意見募集 
 

３ 意見総数（応募者数） １件（１名） 
 

４ 意見等の内容とそれに対する県の考え方 

【両計画共通に対する意見等】 

No. 意見等の内容（要旨） 意見に対する県の考え方等 

１ （その他） 
自衛隊の通信所が境港市にあり、国防上

重要な施設であるために他国からの侵略対
象ともなり得るため、近隣住民としては気
になるところである。 

【ご意見に対して】 
いただいたご意見については、関係機関とも

共有し、引き続き原子力防災対策の実効性向上
に努めて参ります。 

 
 

５ 鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）の主な修正項目等 

（１）中国電力と締結した防災協力協定の内容の反映 

 令和４年７月に鳥取県、島根県及び中国電力との間で「島根原子力発電所に係る原子力防災に

関する協力協定」を締結した。当該協定第２条に定めた中国電力の協力項目について、次のとお

り中国電力の業務に追加する。 

・県、米子市及び境港市への放射線防護資機材の供給 

・住民相談窓口等の設置 

また、本県が締結する主な災害時応援協定の一覧に当該協定を追加する。 

P14（第 2章 総則 第 8節 防災関係機関の事務又は業務の大綱） 

P29（第 2章 原子力災害事前対策 第 7節 緊急事態応急体制の整備） 

 

（２）原子力防災訓練の教訓や県の取組み等の反映 

ア 交通障害（事故車両・放置車両等）発生時の対応について記載 

令和４年１１月に行った原子力防災訓練（島根原子力発電所対応）では、住民避難訓練の際

に交通事故発生による避難ルートの変更や、立ち往生車両による交通障害が発生したことから、

県警察や道路管理者、その他関係機関と交通障害発生時の対応について確認するための検討会

議を開催した。 

会議での確認結果も踏まえ、訓練から得られた教訓として、状況に応じて災害対策基本法第

76 条等の適用の検討も含め、関係機関が連携して早期の交通確保に努めることや、避難者への

確実な情報伝達に努めることを記載する。 

P39（第 2章 原子力災害事前対策 第 10 節 緊急輸送活動体制の整備） 

P90（第 3章 緊急事態応急対策 第 8 節 避難経路の確保） 

P92（第 3章 緊急事態応急対策 第 10 節 住民等への的確な情報伝達） 
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イ 原子力防災支援基地の整備 

 万が一、原子力災害発生時に避難が必要となる場合に備え、避難の実効性確保に向けた後方支

援体制として、県内２か所に避難退域時検査会場で使用する資機材等を保管する原子力防災支援

基地の整備を進めている。 

１か所目となる鳥取市内の支援基地が令和４年１２月より運用を開始するとともに、２か所目

となる江府町内の支援基地の整備も開始したため、その後方支援体制を記載する。 

P42（第 2 章 原子力災害事前対策 第 11 節 救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備） 

 

（３）国の防災基本計画、原子力災害対策指針の改正等を踏まえた修正 

 国の定める計画や指針等の改正に合わせて、原子力災害時に活動する防災業務関係者の安全確

保について、以下を記載する。 

・被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者が属する組織は、放射線防護に係

る指標をあらかじめ定めておくこと、当該防災業務関係者の被ばく線量を管理すること 

・被ばくの可能性がある環境下での活動を要請した組織は、当該防災業務関係者が属する組

織が実施する被ばく線量管理などの支援を行うこと 

P42(第 2章 原子力災害事前対策 第 11 節 救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備) 

P77（第 3章 緊急事態応急対策 第 3 節 活動体制の確立） 

（４）その他 

   組織改編等、所要の改正を行う。 

 

６ 鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対応）の主な修正項目等 

（１）原子力防災訓練の教訓や県の取組み等の反映 

ア 交通障害（事故車両・放置車両等）発生時の対応について記載  

原子力災害発生時に交通障害が発生した場合の対応として、県警察、道路管理者と連携して

早期の交通確保に努めるとともに、各機関が所有する情報伝達ツールを活用して避難者への迅

速かつ的確な情報伝達に努めることを記載する。 

P27（第３章 実施要領 第１節 基本方針 11 避難経路の確保） 

P52（第５章 後方支援 第１節 住民等への広報・情報伝達 ３ 広報体制の整備） 

 

イ 原子力防災支援基地の整備 

江府町に整備中の２箇所目となる原子力防災支援基地について、その運用方法を記載する。 

P39（第３章 実施要領 第８節 避難退域時検査の実施 ８ 原子力防災支援基地） 

 

（２）国の防災基本計画、原子力災害対策指針の改正等を踏まえた修正 

   防災業務関係者の放射線防護対策にかかる指針等改正に伴う文言の修正を行う。 

P67（第５章 後方支援 第９節 安全管理 １ 防災業務関係者の安全管理） 

 

（３）中国電力と締結した防災協力協定の内容の反映 

防災協力協定に規定する協力項目に基づき、中国電力の業務として、県、米子市及び境港市へ

放射線防護資機材を供給すること、住民相談窓口等を設置することを記載する。 

P45（第４章 各機関の役割 第１節 関係機関） 

（４）構成の見直し等 

平成24年３月の本計画策定以降、県の取組みや国の計画修正等の反映を積み重ねてきており、

重複箇所の統合や記載箇所の適正化によって全体的に構成を再調整する。 

その他、所要の修正、文言の修正等の軽微な修正を合わせて行う。 

７ 今後の予定 

  ７月５日 鳥取県原子力安全顧問会議 

  ７月下旬 鳥取県防災会議において地域防災計画等の修正について審議し、修正 


